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第一部 【企業情報】 

  

第1 【企業の概況】 

  

1 【主要な経営指標等の推移】 

  

  

(注) 1．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

2．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

3. 潜在株式調整後1株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  

2 【事業の内容】 

当第3四半期連結累計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。 
  
(その他事業) 

第1四半期連結会計期間において、平成26年6月30日付でエフアイエス㈱を簡易株式交換により完全子会社化したこ

とに伴い、同社を連結子会社にしております。 

 

回次 
第95期第3四半期 
連結累計期間 

第96期第3四半期 
連結累計期間 

第95期 

会計期間 
自  平成25年4月1日 
至  平成25年12月31日

自  平成26年4月1日 
至  平成26年12月31日 

自  平成25年4月1日 
至  平成26年3月31日 

売上高 (百万円) 87,127 95,722 110,922 

経常利益 (百万円) 6,396 14,439 5,182 

四半期(当期)純利益 (百万円) 5,507 12,442 3,967 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 8,051 13,360 7,172 

純資産額 (百万円) 52,543 65,430 51,676 

総資産額 (百万円) 123,257 125,120 106,140 

1株当たり四半期(当期)純利益 (円) 128.34 289.95 92.46 

潜在株式調整後1株当たり 
四半期(当期)純利益 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 42.6 52.3 48.7 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 4,573 14,835 14,413 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △ 12,653 △2,122 △16,149 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △ 1,471 △7,212 △4,634 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 16,445 27,760 20,272 
 

回次 
第95期 

第3四半期 
連結会計期間 

第96期 
第3四半期 

連結会計期間 

会計期間 
自  平成25年10月1日 
至  平成25年12月31日

自  平成26年10月1日 
至  平成26年12月31日 

1株当たり四半期純利益 (円) 165.34 215.10 
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第2 【事業の状況】 

  

1 【事業等のリスク】 

当第3四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

2 【経営上の重要な契約等】 

当第3四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

  

3 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 業績の状況 

当第3四半期連結累計期間におけるグローバル経済情勢は、米国では景気の回復基調が継続しましたが、欧州

では景気に減速感が増し、中国をはじめとする新興国では成長の鈍化がみられました。また、原油価格の急激な

下落などを背景に資源国の経済には不透明感が強まりました。わが国経済については、消費増税などの影響によ

り一時的に減速した景気が緩やかな回復の途上にあり、また足元では円安の傾向が継続しております。 

当社グループが主力とするスマートフォンやノートパソコンなどのコンシューマー・エレクトロニクスの分野

では、製品需要の急激な変動や製品・サービスの低価格化が常態化し、売上高と利益の両面に重大な影響を与え

ております。当第3四半期連結累計期間においては、ディバイス事業における静電容量方式タッチパネルの需要

が拡大することを想定していたため、生産効率の改善に注力し、キャッシュ・フローの最大化に努めてきまし

た。 

これらの結果、当第3四半期連結累計期間の業績は、売上高は957億22百万円(前年同四半期比9.9%増)、利益面

では営業利益は103億59百万円(前年同四半期比254.8%増)、経常利益は144億39百万円(前年同四半期比125.7%

増)、四半期純利益は124億42百万円(前年同四半期比125.9%増)となりました。 

  

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

  
産業資材 

産業資材は、プラスチック、金属、ガラスなどの表面を加飾する独自技術を有し、市場トレンドに合わせた継

続的な技術開発によって事業領域を拡大していくセグメントであります。プラスチックの成形と同時に転写を行

うIMDは、グローバル市場で自動車(内装)、スマートフォン、ノートパソコン、家電製品などに広く採用されて

おります。 

当第3四半期連結累計期間においては、主力の自動車(内装)向けの需要が堅調に推移しました。 

その結果、当第3四半期連結累計期間の連結売上高は206億60百万円(前年同四半期比1.0%増)となり、セグメン

ト損失(営業損失)は5億14百万円(前年同四半期は38百万円のセグメント利益(営業利益))となりました。 

  

ディバイス 

ディバイスは、タッチ入力ディバイスFineTouchを中心とし、精密で機能性を追求したディバイスを提供して

いくセグメントであります。グローバル市場でタブレット端末、スマートフォン、携帯ゲーム機などに採用され

ております。 

当第3四半期連結累計期間においては、タブレット端末向け静電容量方式タッチパネルの需要が堅調に推移し

ました。 

その結果、当第3四半期連結累計期間の連結売上高は613億15百万円(前年同四半期比14.5%増)となり、セグメ

ント利益(営業利益)は142億54百万円(前年同四半期比122.9%増)となりました。 
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情報コミュニケーション 

情報コミュニケーションは、お客さま企業の広告宣伝、販売などによるコミュニケーション活動全般をサポー

トするセールスプロモーションやWebソリューション、商業印刷、出版印刷のほか、文化財のデジタルアーカイ

ブ製作も手がけております。 

当第3四半期連結累計期間においては、主力の商業分野で企業の広告費圧縮や情報メディアの多様化による印

刷物の減少などの影響があり、受注競争は激しいものとなりました。 

その結果、当第3四半期連結累計期間の連結売上高は129億81百万円(前年同四半期比0.2%減)となり、セグメン

ト損失(営業損失)は5億59百万円(前年同四半期は6億72百万円のセグメント損失(営業損失))となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第3四半期連結会計期間末における総資産は1,251億20百万円となり前連結会計年度末(平成26年3月期末)に

比べ189億80百万円増加しました。 

流動資産は708億70百万円となり前連結会計年度末に比べ227億88百万円増加しました。主な要因は、受取手形

及び売掛金が148億39百万円、現金及び預金が76億54百万円増加したこと等によるものであります。 

固定資産は542億50百万円となり前連結会計年度末に比べ38億8百万円減少しました。主な要因は、新規連結に

よりのれんを17億23百万円計上した一方、有形固定資産が54億41百万円減少したこと等によるものであります。

当第3四半期連結会計期間末における負債は596億90百万円となり前連結会計年度末に比べ52億26百万円増加し

ました。 

流動負債は512億29百万円となり前連結会計年度末に比べ64億16百万円増加しました。主な要因は、支払手形

及び買掛金が69億1百万円増加したこと等によるものであります。 

固定負債は84億60百万円となり前連結会計年度末に比べ11億90百万円減少しました。主な要因は、その他に含

まれるリース債務が11億93百万円減少したこと等によるものであります。 

当第3四半期連結会計期間末における純資産は654億30百万円となり前連結会計年度末に比べ137億53百万円増

加しました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第3四半期連結累計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計

年度末に比べ74億88百万円増加し、277億60百万円となりました。 

当第3四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果得られた資金は148億35百万円(前年同四半期比224.4%増)となりました。これは主に税金等調

整前四半期純利益として138億13百万円、減価償却費として72億72百万円、仕入債務の増加額として67億36百万

円計上した一方、売上債権の増加額として145億15百万円計上したこと等によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は21億22百万円(前年同四半期比83.2%減)となりました。これは主に有形及び無

形固定資産の取得として20億50百万円支出したこと等によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用した資金は72億12百万円(前年同四半期比390.0%増)となりました。これは主に短期借入金

の純減額として50億99百万円、長期借入金の返済により10億31百万円支出したこと等によるものであります。 

  

(4) 事業上および財務上の対処すべき課題 

当第3四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更およ

び新たに生じた課題はありません。 

なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本方針を定めており、その内容等

(会社法施行規則第118条第3号に掲げる事項)は次のとおりであります。 
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株式会社の支配に関する基本方針 

  

Ⅰ．基本方針の内容 

  

当社は、会社の支配権の移転を伴うような大規模な株式の買付提案またはこれに類似する行為に応じるか否か

の判断は、最終的には、株主のみなさまのご意思に基づき行われるべきものであると考えております。 

しかし、このような大規模な株式の買付提案またはこれに類似する行為の中には、その目的等から見て企業価

値・株主のみなさまの共同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主のみなさまに株式の売却を事実上強

要するおそれのあるもの、取締役会や株主のみなさまが大規模な株式の買付提案またはこれに類似する行為につ

いて検討し、あるいは取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を与えないものなど、企業価値・株

主のみなさまの共同の利益に資さないと考えられるものも少なくありません。 

当社は、当社の企業理念を礎とし長年築きあげてきた固有技術を核とした未来志向型企業としての社会的使命

を実践していくことが必要不可欠であると考えており、具体的には、企画・開発・設計・生産・販売およびその

他の事業活動に関する専門的知識、主に従業員に蓄積されている運用ノウハウおよび経験を活かし、ステークホ

ルダーとの良好な関係構築を十分に行い、かつ、当社の有形無形の経営資源、今後の施策の潜在的効果、各施策

間のシナジー効果等も十分に検証しつつ、企業活動を実践していくことが必要と考えております。 

当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、このような基本的な考え方を十分に理解し、当社の企業

価値・株主のみなさまの共同の利益を中・長期的に確保し、向上させる者でなければならないと考えておりま

す。 

従いまして、上記のような基本的な考え方を十分に理解せず、当社の企業価値・株主のみなさまの共同の利益

に資さない不適切な当社株式の大規模な買付提案またはこれに類似する行為を行う者は、当社の財務および事業

の方針の決定を支配する者として不適切であると考え、それを抑止するための取り組みが必要不可欠であると考

えております。 

  

Ⅱ. 基本方針の実現に資する特別な取り組み 

  

当社は、「印刷を基盤に培った固有技術を核とする事業活動を通して、広く社会との相互信頼に基づいた《共

生》を目指す」という企業理念のもとに、産業資材、ディバイス、情報コミュニケーションという3つの事業領

域で、それぞれ独創性の高い製品・サービスの企画・開発・設計・生産・販売を行っております。当社は、私た

ちの社会生活の多くが、色・デザイン・機能といった要素から形成されていることに注目し、伝統的な紙への印

刷にとどまらず、立体形状のプラスチック製品の表面に絵柄を施す産業資材や、世界トップクラスの技術を誇る

タッチパネルといった事業分野においても固有の印刷技術をベースにした独自のソリューションを展開してきま

した。これまで長年に渡って築きあげてきた固有の印刷技術こそが私たちのコア・コンピタンスです。 

平成24年度から運用が開始された第4次中期経営計画においても、「印刷技術の新領域を切り拓き、お客さま

価値を根本から塗り替える製品群を創出する」ことを中期ビジョンとして掲げ、当社がこれまでに培ってきた固

有の印刷技術をさらに拡げ、進化させることで、世の中にない全く新しい価値や製品群を創出し、私たちの印刷

技術がより多くの分野で採用されることを目指しております。 

また、当社取締役会は社内取締役4名と社外取締役3名で構成されており、経営環境の変化に柔軟に対処すると

ともに、経営責任を明確化するために、取締役の任期を1年としております。執行役員制度により業務執行体制

を整備し、取締役会の戦略策定ならびに経営監視機能と執行役員の業務執行機能の分化を図っております。監査

役会は、社内監査役2名(常勤)と公認会計士・弁護士等の財務および会計、または法務に関する相当程度の知見

を有する者を含む社外監査役2名(非常勤)で構成され、監査役の職務を補助する部門として監査役室を設置し、

専属の従業員を配置することで、監査の客観性と実効性を確保するとともに、監査業務が円滑に遂行できる体制

としております。社内管理体制では、内部監査機能として代表取締役社長直轄の内部監査部門を設置し内部監査

機能を充実させているほか、会社情報の適時開示の必要性および開示内容を審議する開示統制委員会を設置し、

当社グループ全社に関する重要情報を適時適切に開示しております。 
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Ⅲ. 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するため

の取り組み 

  

当社は、平成25年5月10日開催の当社取締役会において、当社の企業価値・株主のみなさまの共同の利益のよ

り一層の確保・向上を目的として、当社株式の大規模買付行為に関する対応方針の一部改定 (以下、「本プラ

ン」といいます。)を決議し、平成25年6月21日開催の第94期定時株主総会において株主のみなさまにご承認いた

だきました。 

本プランは、当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20％以上となる買付け、もしく

は、当社が発行者である株券等について、公開買付けに係る株券等の株券等所有割合およびその特別関係者の株

券等所有割合の合計が20％以上となる公開買付けに該当する行為もしくはこれに類似する行為(以下、「買付

等」といいます。)を行うまたは行うことを提案する者(以下、「買付者等」といいます。)が現れた場合に、買

付者等に対し、事前に当該買付等に関する情報の提供を求め、当社が、当該買付等についての情報収集・検討等

を行う期間を確保したうえで、株主のみなさまに対して当社取締役会策定の計画や代替案等を提示したり、買付

者等との交渉等を行うという、当社の企業価値・株主のみなさまの共同の利益を確保・向上させるための手続を

定めています。買付者等が本プランにおいて定められた手続に従うことなく買付等を行う場合、または、買付者

等による買付等が当社の企業価値・株主のみなさまの共同の利益を著しく損なうと判断される場合は、一定の対

抗措置を実施することがあります。 

本プランの内容の詳細につきましては、当社ウェブサイトをご参照ください。 

  

Ⅳ. 上記の取り組みについての取締役会の判断 

  

上記Ⅱ.の取り組みは、当社の企業価値・株主のみなさまの共同の利益を確保・向上させるために策定された

ものであり、その結果が株主および投資家のみなさまによる当社株式の評価に適正に反映されることにより、当

社の企業価値・株主のみなさまの共同の利益を著しく損なうおそれのある買付等は困難になるものと考えられま

す。 

上記Ⅲ.の取り組みは、当社の企業価値・株主のみなさまの共同の利益を確保・向上させるための手続を定め

るものです。また、本プランにおいては、(ⅰ)株主総会において株主のみなさまのご承認を得て導入されたもの

であることに加え、一定の場合には対抗措置の実施または不実施につき株主のみなさまのご意思を確認する仕組

みが設けられていること、(ⅱ)株主総会で選任された取締役で構成される取締役会の決議によりいつでも本プラ

ンを廃することができること、(ⅲ)当社取締役会の恣意的判断を排除するため、独立委員会を設置し、取締役会

は独立委員会の勧告を最大限尊重して意思決定を行うものとしていること、(ⅳ)本プランの発動に関する合理的

な客観的要件が設定されていること等が定められております。 

従いまして、上記Ⅱ.およびⅢ.の取り組みは、いずれも、基本方針に沿うものであり、株主のみなさまの共同

の利益の確保・向上に資するものであり、また、当社の役員の地位の維持を目的とするものではないと考えてお

ります。 

  

(5) 研究開発活動 

当第3四半期連結累計期間の研究開発費の総額は17億24百万円であります。 

なお、当第3四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

(6) 従業員数 

① 連結会社の状況 

該当事項はありません。 

  

② 提出会社の状況 

当第3四半期累計期間において、従業員数は106名増の943名となりました。これは主に、連結子会社であるナ

イテック・プレシジョン・アンド・テクノロジーズ㈱の技術部門を当社ディバイス事業部へ移管したことによる

増加であります。 

なお、従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 
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第3 【提出会社の状況】 

  

1 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第3四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 180,000,000 

計 180,000,000 
 

種類 
第3四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成26年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成27年2月12日) 

上場金融商品取引所 
名または登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 45,029,493 45,029,493 
東京証券取引所 
(市場第一部) 

権利内容に何ら限定のない 
当社における標準となる株式 
単元株式数 100株 

計 45,029,493 45,029,493 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金 
増減額 
(百万円) 

資本金 
残高 

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成26年10月1日～ 
平成26年12月31日 

― 45,029 ― 5,684 ― 7,115 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

(注) 1. 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が80株含まれております。 

2. 当第3四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成26年9月30日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

  

② 【自己株式等】 

  

2 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

 

      平成26年12月31日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

2,115,900 
― 

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

42,863,300 
428,633 同上 

単元未満株式 
普通株式 

50,293 
― 1単元(100株)未満の株式 

発行済株式総数 45,029,493 ― ― 

総株主の議決権 ― 428,633 ― 
 

    平成26年12月31日現在 

所有者の氏名 
または名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
日本写真印刷株式会社 

京都市中京区壬生花井町 
3番地 

2,115,900 ― 2,115,900 4.69 

計 ― 2,115,900 ― 2,115,900 4.69 
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第4 【経理の状況】 

  

1．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、四半期連結財務諸表規則第5条の2第3項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

  

2．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第3四半期連結会計期間(平成26年10月1日から平成26年

12月31日まで)および第3四半期連結累計期間(平成26年4月1日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表

について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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1 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年3月31日) 
当第3四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 20,272 27,927 

    受取手形及び売掛金 16,252 ※2  31,092 

    商品及び製品 4,148 3,787 

    仕掛品 2,227 2,820 

    原材料及び貯蔵品 1,449 2,430 

    その他 3,887 2,876 

    貸倒引当金 △156 △64 

    流動資産合計 48,081 70,870 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物及び構築物（純額） 23,607 21,164 

      機械装置及び運搬具（純額） 12,807 11,482 

      工具、器具及び備品（純額） 1,233 1,333 

      土地 6,082 5,922 

      リース資産（純額） 1,940 283 

      建設仮勘定 549 593 

      有形固定資産合計 46,221 40,780 

    無形固定資産     

      ソフトウエア 2,409 1,562 

      のれん - 1,723 

      その他 468 791 

      無形固定資産合計 2,877 4,077 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 8,490 8,842 

      その他 902 983 

      貸倒引当金 △432 △432 

      投資その他の資産合計 8,959 9,393 

    固定資産合計 58,058 54,250 

  資産合計 106,140 125,120 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年3月31日) 
当第3四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 20,776 27,677 

    短期借入金 17,095 12,114 

    未払法人税等 288 1,163 

    賞与引当金 975 606 

    役員賞与引当金 - 32 

    その他 5,677 9,634 

    流動負債合計 44,812 51,229 

  固定負債     

    退職給付に係る負債 6,245 5,661 

    その他 3,404 2,798 

    固定負債合計 9,650 8,460 

  負債合計 54,463 59,690 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 5,684 5,684 

    資本剰余金 7,355 7,355 

    利益剰余金 36,558 49,395 

    自己株式 △2,928 △2,929 

    株主資本合計 46,670 59,506 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 3,379 3,867 

    為替換算調整勘定 1,614 2,068 

    退職給付に係る調整累計額 11 △12 

    その他の包括利益累計額合計 5,004 5,923 

  少数株主持分 1 - 

  純資産合計 51,676 65,430 

負債純資産合計 106,140 125,120 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第3四半期連結累計期間】 

 

                      (単位：百万円) 

                    前第3四半期連結累計期間 
(自 平成25年4月1日 

 至 平成25年12月31日) 

当第3四半期連結累計期間 
(自 平成26年4月1日 

 至 平成26年12月31日) 

売上高 87,127 95,722 

売上原価 73,014 73,487 

売上総利益 14,113 22,235 

販売費及び一般管理費 11,193 11,875 

営業利益 2,920 10,359 

営業外収益     

  受取利息 79 77 

  受取配当金 81 89 

  為替差益 3,293 4,539 

  その他 280 174 

  営業外収益合計 3,734 4,880 

営業外費用     

  支払利息 93 82 

  持分法による投資損失 103 489 

  支払補償費 - 200 

  その他 60 28 

  営業外費用合計 257 800 

経常利益 6,396 14,439 

特別利益     

  固定資産売却益 231 50 

  国庫補助金 159 275 

  特別利益合計 391 326 

特別損失     

  固定資産除売却損 125 164 

  固定資産圧縮損 149 86 

  減損損失 - 701 

  特別損失合計 275 952 

税金等調整前四半期純利益 6,512 13,813 

法人税等 1,006 1,371 

少数株主損益調整前四半期純利益 5,505 12,441 

少数株主損失（△） △2 △1 

四半期純利益 5,507 12,442 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第3四半期連結累計期間】 

 

                      (単位：百万円) 

                    前第3四半期連結累計期間 
(自 平成25年4月1日 

 至 平成25年12月31日) 

当第3四半期連結累計期間 
(自 平成26年4月1日 

 至 平成26年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 5,505 12,441 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 1,270 488 

  為替換算調整勘定 1,244 415 

  退職給付に係る調整額 - △23 

  持分法適用会社に対する持分相当額 29 38 

  その他の包括利益合計 2,545 918 

四半期包括利益 8,051 13,360 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 8,053 13,361 

  少数株主に係る四半期包括利益 △2 △1 
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前第3四半期連結累計期間 
(自 平成25年4月1日 

 至 平成25年12月31日) 

当第3四半期連結累計期間 
(自 平成26年4月1日 

 至 平成26年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前四半期純利益 6,512 13,813 

  減価償却費 8,169 7,272 

  減損損失 - 701 

  のれん償却額 - 115 

  賞与引当金の増減額（△は減少） △421 △370 

  役員賞与引当金の増減額（△は減少） - 32 

  退職給付引当金の増減額（△は減少） 89 - 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - 130 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） 48 △93 

  受取利息及び受取配当金 △160 △166 

  支払利息 93 82 

  為替差損益（△は益） △1,120 △1,701 

  持分法による投資損益（△は益） 103 489 

  固定資産除売却損益（△は益） △105 114 

  売上債権の増減額（△は増加） △11,098 △14,515 

  たな卸資産の増減額（△は増加） 598 △638 

  仕入債務の増減額（△は減少） 4,350 6,736 

  その他 △2,401 3,171 

  小計 4,658 15,173 

  利息及び配当金の受取額 158 165 

  利息の支払額 △93 △82 

  法人税等の支払額 △235 △450 

  法人税等の還付額 84 29 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 4,573 14,835 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  定期預金の払戻による収入 - 42 

  定期預金の預入による支出 - △174 

  有形及び無形固定資産の取得による支出 △12,175 △2,050 

  有形及び無形固定資産の売却による収入 819 1,381 

  投資有価証券の取得による支出 △78 △73 

  投資有価証券の売却による収入 19 39 

  関係会社株式の取得による支出 △1,245 △25 

  その他の関係会社有価証券の取得による支出 - △20 

  事業譲受による支出 - △344 

  貸付けによる支出 △4 △257 

  貸付金の回収による収入 10 158 

  
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出 

- △856 

  その他 1 59 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △12,653 △2,122 
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                      (単位：百万円) 

                    前第3四半期連結累計期間 
(自 平成25年4月1日 

 至 平成25年12月31日) 

当第3四半期連結累計期間 
(自 平成26年4月1日 

 至 平成26年12月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） △1,000 △5,099 

  長期借入金の返済による支出 - △1,031 

  社債の償還による支出 - △165 

  リース債務の返済による支出 △470 △488 

  自己株式の取得及び売却による収支 △1 △1 

  配当金の支払額 △1 △426 

  少数株主からの払込みによる収入 2 - 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △1,471 △7,212 

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,305 1,987 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,246 7,488 

現金及び現金同等物の期首残高 23,692 20,272 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  16,445 ※1  27,760 
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【注記事項】 

(連結の範囲または持分法適用の範囲の変更) 

  

  

(会計方針の変更等) 

  

  

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

  

  

(四半期連結貸借対照表関係) 

1  受取手形割引高 

  

※2  四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当第3四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。 

  

 

当第3四半期連結累計期間 
(自  平成26年4月1日  至  平成26年12月31日) 

連結の範囲の重要な変更 

第1四半期連結会計期間より、簡易株式交換により全株式を取得したエフアイエス㈱を連結の範囲に含めてお

ります。 
 

当第3四半期連結累計期間 
(自 平成26年4月1日 至 平成26年12月31日) 

(会計方針の変更) 

「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年5月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。)および「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成24年5月17日。以下

「退職給付適用指針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文および退職給付適用指針第67項本文に掲げら

れた定めについて第1四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職

給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業

員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間および支払見込期間ごと

の金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第3四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減しております。 

この結果、当第3四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が823百万円減少し、利益剰余金が同額増

加しております。なお、当第3四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。 
 

当第3四半期連結累計期間 
(自 平成26年4月1日 至 平成26年12月31日) 

税金費用の計算 

税金費用については、当第3四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益または税引前当期純

損失に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益または税引前四半期純損失

に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、見積実効税率を使用できない場合には、法定実効税

率を使用しております。 
 

  
前連結会計年度 

(平成26年3月31日) 
当第3四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

受取手形割引高 250百万円 100百万円 
 

  
前連結会計年度 

(平成26年3月31日) 
当第3四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

受取手形 ― 41百万円 
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※1  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。 

  

(株主資本等関係) 

前第3四半期連結累計期間(自  平成25年4月1日  至  平成25年12月31日) 

1．配当金支払額 

該当事項はありません。 

  

2．基準日が当第3四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第3四半期連結会計期間の末日後と

なるもの 

該当事項はありません。 

  

当第3四半期連結累計期間(自  平成26年4月1日  至  平成26年12月31日) 

1．配当金支払額 

  

2．基準日が当第3四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第3四半期連結会計期間の末日後と

なるもの 

該当事項はありません。 

  

 

  
前第3四半期連結累計期間 
(自  平成25年4月1日 
至  平成25年12月31日) 

当第3四半期連結累計期間 
(自  平成26年4月1日 
至  平成26年12月31日) 

現金及び預金 16,746百万円 27,927百万円 

預入期間が3か月を超える定期預金 △300 △166 

現金及び現金同等物 16,445 27,760 
 

決議 株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

1株当たり 
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成26年6月20日 
定時株主総会 

普通株式 214 5.00 平成26年3月31日 平成26年6月23日 利益剰余金 

平成26年11月6日 
取締役会 

普通株式 214 5.00 平成26年9月30日 平成26年12月5日 利益剰余金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第3四半期連結累計期間(自  平成25年4月1日  至  平成25年12月31日) 

1．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報 

(注) 1. 「その他」の区分は人材派遣事業等であります。 

2. セグメント利益または損失(△)の調整額△2,808百万円には各報告セグメントに配分していない全社費用等が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

3. セグメント利益または損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  

 

    (単位：百万円) 

  報告セグメント 

調整額 
(注)2 

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)3   産業資材 ディバイス

情報コミュ
ニケーショ

ン 

その他 
(注)1 

計 

売上高               

外部顧客への売上高 20,456 53,568 13,006 95 87,127 ― 87,127 

セグメント間の内部売上高 
または振替高 

― ― ― 514 514 △514 ― 

計 20,456 53,568 13,006 610 87,642 △514 87,127 

セグメント利益または損失(△) 38 6,396 △672 △33 5,728 △2,808 2,920 
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Ⅱ  当第3四半期連結累計期間(自  平成26年4月1日  至  平成26年12月31日) 

1．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報 

(注) 1. 「その他」の区分はガスセンサー生産販売事業等であります。 

2. セグメント利益または損失(△)の調整額△2,645百万円には各報告セグメントに配分していない全社費用等が

含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

3. セグメント利益または損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

2．報告セグメントごとの資産に関する情報 

第1四半期連結会計期間において、エフアイエス㈱の全株式を取得し、連結の範囲に含めたこと等により、前連結

会計年度の末日に比べ、「その他」のセグメント資産が2,433百万円増加しております。 

  
3．報告セグメントの変更等に関する事項 

会計方針の変更に記載のとおり、第1四半期連結会計期間より退職給付債務および勤務費用の計算方法を変更した

ことに伴い、事業セグメントの退職給付債務および勤務費用の計算方法を同様に変更しております。 

なお、当該変更に伴うセグメント利益または損失(△)に与える影響は軽微であります。 

  
4．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報 

(固定資産に係る重要な減損損失) 

「産業資材」セグメントにおいて、固定資産の減損損失を581百万円計上しました。 

  
(のれんの金額の重要な変動) 

「その他」セグメントにおいて、平成26年6月30日付でエフアイエス㈱を簡易株式交換により完全子会社化しまし

た。当該事象によるのれんの増加額は、当第3四半期連結累計期間においては1,610百万円であります。 

  

 

    (単位：百万円) 

  報告セグメント 

調整額 
(注)2 

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注)3   産業資材 ディバイス

情報コミュ
ニケーショ

ン 

その他 
(注)1 

計 

売上高               

外部顧客への売上高 20,660 61,315 12,981 765 95,722 ― 95,722 

セグメント間の内部売上高 
または振替高 

1 542 ― 506 1,050 △1,050 ― 

計 20,661 61,857 12,981 1,271 96,772 △1,050 95,722 

セグメント利益または損失(△) △514 14,254 △559 △175 13,005 △2,645 10,359 
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(1株当たり情報) 

1株当たり四半期純利益および算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注)  潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

2 【その他】 

第96期(平成26年4月1日から平成27年3月31日まで)中間配当について、平成26年11月6日開催の取締役会において、

平成26年9月30日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

  

 

項目 
前第3四半期連結累計期間 
(自  平成25年4月1日 
至  平成25年12月31日) 

当第3四半期連結累計期間 
(自  平成26年4月1日 
至  平成26年12月31日) 

1株当たり四半期純利益 128円34銭 289円95銭 

(算定上の基礎)     

四半期純利益(百万円) 5,507 12,442 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 5,507 12,442 

普通株式の期中平均株式数(千株) 42,914 42,913 
 

① 配当金の総額 214百万円 

② 1株当たりの金額 5円00銭 

③ 支払請求権の効力発生日および支払開始日 平成26年12月5日 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

  

平成27年2月9日

日本写真印刷株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本写真印刷株式

会社の平成26年4月1日から平成27年3月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間(平成26年10月1日から平成26

年12月31日まで)及び第3四半期連結累計期間(平成26年4月1日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本写真印刷株式会社及び連結子会社の平成26年12月31日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第3四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 

  

 

有限責任監査法人トーマツ 
 

指定有限責任社員   
公認会計士 辻  内       章 印

業 務 執 行 社 員   
 

指定有限責任社員   
公認会計士  中  山       聡 印

業 務 執 行 社 員   
 

  

(注) 1.  上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。 

2.  XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。 
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